
農林漁業者・食品産業事業者等による
実施が想定される主な方法論

Jークレジット制度の仕組み

農業分野の
方法論

農林水産分野におけるカーボン・クレジットの推進
○温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして国が認証し、民間資金を呼び込む取引を可能とするＪー
クレジット制度は、農林漁業者等が削減・吸収の取組により生じるクレジットを売却することで収入を得ることが
できることから、農林水産分野での活用が期待される。
○農林水産分野のＪークレジットのプロジェクト登録件数は285件で、農業者が取り組むものは47件。
このうち、中干し期間の延長については22件。（令和7年１月現在）

Jークレジットのプロジェクト登録件数

※農業分野の47件は農業者等が実施するプロジェクト件数を集計したもの。
うち、10件が省エネ・再エネ方法論による取組、39件が農業分野の方法論に基づく取組（令和6年11月現在）

農

業

牛・豚・ブロイラーへの
アミノ酸バランス改善飼料の給餌
家畜排せつ物管理方法の変更
茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料
又は石灰窒素を含む複合肥料の施肥
バイオ炭の農地施用
水稲栽培における中干し期間の延長
肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌

森
林

森林経営活動
再造林活動

省
エ
ネ

ボイラーの導入
ヒートポンプの導入
空調設備の導入
園芸用施設における
炭酸ガス施用システムの導入

再
エ
ネ

バイオマス固形燃料（木質バイオマス）
による化石燃料又は系統電力の代替
太陽光発電設備の導入

STEP２
プロジェクト
の登録

STEP３
削減活動の
実施、記録

STEP４
モニタリング

報告書の作成、
審査、申請

STEP５
クレジット
の認証
（発行）

STEP１
プロジェクト

計画書の作成、
審査、申請

Ｊ－クレジット創出者（例）農林漁業者、食品産業事業者

Ｊ－クレジット購入者（例）温室効果ガス排出企業

【クレジット発行までの流れ】

売却

Ｊ－クレジット

資金
￥

うち中干し期間の延長は
22件

30



適応策
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現状と将来の影響評価
を踏まえた計画策定

温暖化等による
影響への対応

極端な気象現象による
災害への対応・防災

気候変動がもたらす
機会の活用

関係者間での連携・
役割分担、情報共有

計画の継続的な見直し、
最適化による取組の推

進

○政府全体の影響評価と整合し、気候変動の影響に的確かつ効果的に対応する計
画を策定

○当面１０年間に必要な取組を中心に分野・項目ごとに計画として整理し、推進

○農作物等の生産量や品質の低下を軽減する適応技術や対応品種の研究開発
○対応品種や品目への転換、適応技術の普及 ○病害虫、鳥獣害への対応
○⽔産資源への影響への対応 ○熱中症対策

○集中豪雨等による農地の湛⽔被害や山地災害の激甚化
○海面⽔位上昇による高潮のリスク増大等

○低温被害の減少による産地の拡大
○亜熱帯・熱帯作物の新規導入や転換、産地育成
○積雪期間短縮による栽培可能期間、地域の拡大による生産量の増大

○国：気候変動の現状及び将来影響の科学的評価、適応技術等の基礎的な研究開発
ソフト・ハード両面による地域の取組の支援策提示、国内外の情報収集及び発信

○地方：地域主体による適応策の自立的選択及び推進等
○国と地方相互の連携による適応計画の効果的実施

○ IPCC等の新しい報告等を契機とした最新の科学的
知見による現状及び将来影響評価の見直し

○適応策の進捗状況の確認や最新の研究成果等の反映

これらに備え、防災
に資する施設整備等
を計画的に推進

これら最新の評価結果
等に基づいた適応計画
の継続的な見直し

農林⽔産省気候変動適応計画の概要
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白未熟粒(左)と正常粒(右)の断面

・高温による品質の低下。
・高温耐性品種への転換が進まない場合、
全国的に一等米比率が低下する可能性。

写真出典：農林水産省ほか

・サンマ、スルメイカ、サケ漁獲量の減少。・ホタテ貝やカキのへい死。
・養殖ノリの養殖期間の短縮による収穫量の減少。
・回遊性魚介類の分布範囲と体長の変化、夏季水温
上昇による魚類養殖産地への影響の可能性。

水産業

・ハード・ソフト対策の適切な組合せによる農業用水の効率的利用、
農村地域の 防災・減災機能の維持・向上

・短時間強雨が頻発する一方で、少雨による渇水も発生。
・田植え時期の変化や用水管理労力の増加などの影響。
・農地の湛水被害などのリスクが増加する可能性。

農業生産基盤

集中豪雨による農地の湛水被害

・りんごやぶどうでは、優良着色系統や黄緑色系統の導入
・うんしゅうみかんよりも温暖な気候を好む中晩柑（しらぬひ等） への転換

・りんごやぶどうの着色不良、うんしゅうみかんの浮皮や
日焼け、日本なしの発芽不良などの発生。
・りんご、うんしゅうみかんの栽培適地が年次を追うごとに移動する
  可能性。

果樹

りんごの着色不良
うんしゅうみかんの浮皮

・夏季に、乳用牛の乳量・乳成分・繁殖成績の低下や
肉用牛、豚、肉用鶏の増体量の低下等。
・草地で夏枯れや病気発生の増加により生産性低下の可能性。

・森林の有する山地災害防止機能の限界を超えた
山腹崩壊などに伴う流木災害の発生。
・豪雨の発生頻度の増加により、山腹崩壊や土石
流などの山地災害の発生リスクが増加する可能性。
・降水量の少ない地域でスギ人工林の生育が不適に
なる地域が増加する可能性。

豪雨による大規模な山地災害

（万トン）
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・海洋環境変動の水産資源への影響を把握し、資源評価を高精度化
・高水温耐性を有する養殖品種や赤潮被害の軽減技術を開発
・赤潮抵抗性を有する養殖魚の育種技術等を開発

家畜の伝染性疾病

・家畜伝染病の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・農場における家畜の飼養衛生管理レベルの向上
・全国的なデータ蓄積システムの構築や遠隔診療の推進等による獣医療体制の強化

・家畜の伝染性疾病を媒介するおそれのある野生生物の生息域の拡大
・国境を越えた人やモノの移動の増加と共に輸入禁止品による病原体の侵入リスクが増大・病害虫の分布域の拡大、発生量の増加、発生時期の長期化

・国境を越えた人やモノの移動の増加と共に輸入禁止品による病害虫の
侵入リスクが増大

サンマ、スルメイカ、
サケの漁獲量の変遷
（2003ー2019）

○ 災害や気候変動に強い持続的な農林水産業を構築するため、以下のような取組を行う必要。
① 気候変動リスクの情報の提供、気候変動に適応する生産安定技術・品種の開発、気候変動等の影響を考慮した作物の導入
② 生産基盤の防災・減災機能の維持・向上等の推進
③ 病害虫の侵入・まん延、家畜伝染病の拡大などにも適切に対応するための水際対策、農場における管理の強化

気候変動等への主な適応策

夏枯れによる草地の衰退

・高温耐性品種の開発・普及
・肥培管理、水管理等の基本技術の徹底

水稲

・畜舎内の散水、換気など暑熱対策の普及
・栄養管理の適正化など生産性向上技術の開発
・耐暑性、耐病性の高い品種の開発・普及

畜産・飼料作物

林業

・治山施設の設置や森林の整備等による山地災害の防止
・気候変動の森林・林業への影響について調査・研究

病害虫

・病害虫の侵入防止（水際対策の強化・効率化）
・AI等を活用した発生予察など病害虫の早期発見・国内防除体制の強化

乾燥により枯れたスギ



ブリ加工品 （北海道）

ブラッドオレンジ （愛媛県）

アボカド （愛媛県）

アテモヤ

三重県の温暖な気候を活かした亜熱帯果樹の
特産品化を目指して、アテモヤの栽培適応性に
ついて検討し、優良品種の選定及び安定生産の
ための栽培技術を確立した。

施設栽培が必須ではあるが、冬季は凍らない
程度の加温で栽培可能であり、県内で生産に取り組んでいる。

（栽培面積(三重県） 令和３年：２a）

（三重県）

もも （青森県）

ヒノキ （山形県）

暖地型作物導入プロジェクトの一環として、
これまで山形県では育成が困難であった
ヒノキ等新規樹木の植栽試験を実施し、成
長経過や気象害、病虫獣害の発生等につ
いてモニタリングを行い、温暖化適応樹種と
しての可能性を検討している。

平成23年以降、北海道におけるブリ
の漁獲量の増加を活用し、加工品の
商品開発等に取り組んでいる。

（ブリ漁獲量（北海道）
平成22 年：2,190t → 令和４年：9,574t）

気候変動がもたらす機会の活用例
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〇気温の上昇による栽培地域の拡大など気候変動がもたらす機会を活用。

愛媛県南予地域では、温暖化による影響
や柑橘周年供給に向けて、平成15年頃より
ブラッドオレンジ（「タロッコ」、「モロ」）の導入
・普及に向けた取組を行い、着実な産地化
が進められている。
（栽培面積（愛媛県） 平成20年：13.5ha → 令和３年：42.1ha）

愛媛県松山市の島しょ部や海岸部におい
て、平成20年頃よりアボカドの導入、普及が
進められており、国産アボカドとしての産地
のブランド化が進められている。

（栽培面積（愛媛県） 平成26年：3ha → 令和３年：19.0ha）

青森県においてりんご栽培面積の７割を
占める中南地域で、近年、ももの生産振興
が図られており、高品質生産、産地ブランド
化に向け、有望品種の検討や栽培技術の
向上等の取組が行われている。

（栽培面積（青森県） 平成19年：91.4ha → 令和３年：152ha）

気候変動がもたらす機会の活用



国際的な取組
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国際環境交渉への対応
○ 気候変動や生物多様性に関する国際環境交渉においては、 「みどりの食料システム戦略」の経験を踏まえて精力的
に交渉に参画するとともに、さまざまな機会を捉えて、我が国の国内努力及び国際貢献の取組を積極的に発信。

○ 来年のCOP30は、特に食料と農業への注目が高まると推測されており、今後海外展開しうるGHG排出削減技術
及びこれを後押しする施策を取りまとめて対応していく必要。

気候変動 生物多様性
〇 生物多様性条約第16回締約国会議(COP16)
日時：2024 年 10 月 21 日（月）～11 月 1 日（金）

（翌２日朝）
場所：コロンビア・カリ
 2022年12月の「昆明・モントリオール生物多様性枠組」

(GBF)の採択後、初の締約国会議。
 遺伝資源のデジタル配列情報（DSI）の使用に係る利益

配分に関する多国間メカニズムの大枠などが決定。
 サイドイベントや展示ブースにおいて、みどり戦略や「見える

化」の取組等、我が国の農林水産分野における生物多様
性に係るアプローチを国際的に発信。

〇 国連気候変動枠組条約第29回締約国会議(COP29)
日時：2024 年 11 月 11 日（月）～11 月 24 日（日）
場所：アゼルバイジャン・バクー
 気候資金に関する新たな数値目標に関する決定が採択。
 11月19日の「食料・農業・水デー」には、議長国アゼルバイジャ

ン主導の新たな国際イニシアチブである「農業者のためのバ
クー・ハーモニア気候イニシアチブ」の立ち上げ閣僚級会合が開
催。

 同日、ジャパン・パビリオン当省主催セミナーにおいて、改正基
本法、みどり戦略及び日ASEANみどり協力プランに基づく経験
や取組等を国際的に発信。

 各国から、来年ブラジルで開催予定のCOP30に向けて、食料
と農業への注目が高まっている旨の発言。

36


